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今後の見通し

 ヒンデンブルグ・リサーチのリポートに対し、アダニ・グループは29日（日）、詳細な

リポートを公表し、反論していますが、事態の収束には時間を要することが見込まれ、予
断を許さない状況が続くと思われます。

 また、アダニ・グループに対する批判的なリポートがこのような形で発表されたことによ
り、事実関係の如何に関わらず、同グループに対する市場の信頼が損なわれる可能性は否
定できないため、株価のみならずアダニ・グループの今後の資金調達に対するマイナスの
影響も見込む必要があります。

 弊社ファンドで保有するアダニ・ポーツ・アンド・スペシャル・エコノミック・ゾーンに
ついては、グループにおいて財務バランスやキャッシュフローの面で比較的良好な状況に

ありますが、今後の状況を注視して参ります。

概要

 米投資調査会社ヒンデンブルグ・リサーチは1月24日（火）、アダニ・グループが長年に
わたり不正会計や株価操作に関与してきたとするリポートを発表しました。また、ヒンデ
ンブルグ・リサーチはアダニの傘下企業を空売りしていることも明らかにし、これを受け
アダニ関連企業の株価が27日（金）、急落しました。同グループの中核会社であるアダ

ニ・エンタープライゼズは29日（日）、グループの不正行為を指摘したヒンデンブル
グ・リサーチへの反論を公開しました。アダニ側はヒンデンブルグ・リサーチが「不正な
手段で巨額の金銭的な利益を得るため」に悪意をもって誤った情報を発信したと指摘し、
同社の行動を「単に特定の企業ではなくインドへの攻撃」と表現して反発しました。

お知らせ

2023年1月30日HSBCアセットマネジメント株式会社

インド、アダニ・グループに関する不正会計疑惑と
弊社ファンドにおける関連銘柄の保有状況について

当資料の「留意点」については、P2をご覧ください。

ファンド名 アダニ・グループ関連銘柄名 組入比率
27日（金）
株価下落率

（前営業日比）

HSBC インド・インフラ株式
オープン

アダニ・ポーツ・アンド・
スペシャル・エコノミック・ゾーン

3.18％ -16.29%

弊社ファンドにおける保有状況（2023年1月27日時点）

※マザーファンドの組入比率です。
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留意点

＜個人投資家の皆さま＞

投資信託に係わるリスクについて

投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象としており、当該資産の市場における

取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動し損失が生じる可能性があります。従いまして、投資元本

が保証されているものではありません。投資信託は、預金または保険契約ではなく、預金保険機構または保険契

約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関でご購入の投資信託は投資者保護基金の保護の

対象ではありません。購入の申込みにあたりましては「投資信託説明書（交付目論見書）」および「契約締結前

交付書面（目論見書補完書面等）」を販売会社からお受け取りの上、十分にその内容をご確認いただきご自身で

ご判断ください。

購入時に直接ご負担いただく費用 購入時手数料 上限3.85％（税込）

換金時に直接ご負担いただく費用 信託財産留保額 上限0.5％

投資信託の保有期間中に間接的に
ご負担いただく費用

運用管理費用（信託報酬） 上限年2.20％（税込）

その他費用
上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があり
ます。「投資信託説明書（交付目論見書）」、「契約締結
前交付書面（目論見書補完書面等）」等でご確認ください。

投資信託に係わる費用について

 上記に記載のリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しております。

 費用の料率につきましては、HSBCアセットマネジメント株式会社が運用するすべての投資信託のうち、ご負

担いただくそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。

 投資信託に係るリスクや費用はそれぞれの投資信託により異なりますので、ご投資される際には、かならず

「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。
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【当資料に関する留意点】

 当資料は、HSBCアセットマネジメント株式会社（以下、当社）が投資者の皆さまへの情報提供を目的と

して作成したものであり、特定の金融商品の売買、金融商品取引契約の締結に係わる推奨・勧誘を目的と

するものではありません。

 当資料は信頼に足ると判断した情報に基づき作成していますが、情報の正確性、完全性を保証するもので

はありません。また、データ等は過去の実績あるいは予想を示したものであり、将来の成果を示唆する

ものではありません。

 当資料の記載内容等は作成時点のものであり、今後変更されることがあります。

 当社は、当資料に含まれている情報について更新する義務を一切負いません。


